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決 算 取 締 役 会 開 催 日 平成17年 5月18日 中 間 配 当 制 度 の 有 無 有
定 時 株 主 総 会 開 催 日 平成17年 6月29日 単 元 株 制 度 採 用 の 有 無 有 （１単元  1,000株）

1. 17年 3月期の業績（平成16年 4月 1日～平成17年 3月31日）
( 1 )経営成績

売 上 高 営 業 利 益 経 常 利 益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

17年 3月期       11,264     2.7         420－          453－

16年 3月期       10,963   △11.4        △584 －         △570 －

潜 在 株 式 調 整1株 当 た り 株 主 資 本 総 資 本 売 上 高
後 １ 株 当 た り当 期 純 利 益 当 期 純 利 益 当期純利益率 経常利益率 経常利益率当 期 純 利 益

百万円 ％ 円 銭 円 銭 ％ ％ ％
17年 3月期       △3,076－        △126.17 －    △23.1     1.9     4.0

16年 3月期         △647 －         △26.53 －     △4.3    △2.3    △5.2

(注 )1.期中平均株式数 17年 3月期     24,386,907株 16年 3月期     24,400,176株
2.会計処理方法の変更 有
3.売上高、営業利益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は、対前期増減率

( 2 )配当状況

1株当たり年間配当金 配 当 金 総 額 株 主 資 本
配 当 性 向( 年 間 ) 配 当 率中 間 期 末

円 銭 円 銭 円 銭 百万円 ％ ％
17年 3月期           0.00          0.00          0.00           0－ －

16年 3月期           0.00          0.00          0.00           0－ －

(注 )17年 3月期期末配当金の内訳 記念配当           0円 00銭 特別配当           0円 00銭

( 3 )財政状態

総 資 産 株 主 資 本 株 主 資 本 比 率 1株当たり株主資本
百万円 百万円 ％ 円 銭

17年 3月期       21,662      11,829     54.6         485.31

16年 3月期       24,929      14,863     59.6         609.27

(注 )1.期末発行済株式数 17年 3月期     24,375,636株 16年 3月期     24,394,585株
2.期末自己株式数 17年 3月期         66,364株         47,415株16年 3月期

2. 18年 3月期の業績予想 （平成17年 4月 1日～平成18年 3月31日）

1株当たり年間配当金
売 上 高 経 常 利 益 当期純利益

中 間 期 末
百万円 百万円 百万円 円 銭 円 銭 円 銭

中 間 期        5,700         150         120          0.00－ －

通 期       11,500         400         350－           6.00          6.00

(参考 ) 1株当たり予想当期純利益 (通期 )          14円 32銭

※ 上 記 の 予 想 は 本 資 料 の 発 表 日 現 在 に お い て 入 手 可 能 な 情 報 に 基 づ き 作 成 し た も の で あ り 、 実 際 の
　 業 績 は 、 さ ま ざ ま な リ ス ク 要 因 や 不 確 実 な 要 素 に よ り 、 記 載 の 予 想 と 異 な る 可 能 性 が あ り ま す 。
※ 上 記 記 載 金 額 は 百 万 円 未 満 の 端 数 を 切 り 捨 て て 表 示 し て お り ま す 。
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（東海リース株式会社）

１．貸借対照表

（単位：百万円）

期別

科目

当 期

平成１７年３月３１日

前 期

平成１６年３月３１日
増 減

流 動 資 産

現金及び預金

受取手形

売掛金

資材及び貯蔵品

未成工事支出金

前払費用

前払リース料

子会社貸付金

その他

貸倒引当金

固 定 資 産

有形固定資産 ※１

リース用資産 ※４

建物 ※２

構築物

機械装置

工具器具備品

土地 ※２

その他

無形固定資産

ソフトウェア

電話加入権

施設利用権

投資その他の資産

投資有価証券

関係会社株式

関係会社出資金

子会社長期貸付金

差入保証金

役員保険積立金

その他

繰 延 資 産

社債発行差金

８，３５４

６３８

７８

７，０６９

１０３

１１

３２

２６７

３３

１３３

△１２

１３，３０８

９，９８４

３，２９８

２，７９０

４６

４１

２５

３，７８２

０

３７

４

３０

１

３，２８６

６０６

２，０３２

３９７

４１

１８３

１４

１０

０

０

８，１５４

９１７

２６７

６，４９４

９２

２９

３２

２２２

―

１１８

△２０

１６，７７３

１３，５７２

６，５２１

２，９４９

５３

４９

２７

３，９７０

０

３３

―

３０

２

３，１６８

５２５

２，０３２

３９７

―

１８７

１３

１１

０

０

１９９

△２７９

△１８９

５７５

１０

△１８

△０

４４

３３

１４

７

△３，４６５

△３，５８７

△３，２２２

△１５８

△６

△８

△２

△１８８

△０

４

４

―

△０

１１８

８０

―

―

４１

△４

１

△０

△０

△０

資 産 合 計 ２１，６６２ ２４，９２９ △３，２６６
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（東海リース株式会社）

（単位：百万円）

期別

科目

当 期

平成１７年３月３１日

前 期

平成１６年３月３１日
増 減

流 動 負 債

支払手形

買掛金

１年内返済

長期借入金 ※２

１年内償還予定

社債 ※２

未払金

未払費用

未払法人税等

未払消費税等

繰延税金負債

前受金

預り金

前受リース収益

賞与引当金

設備支払手形

その他

固 定 負 債

社債 ※２

長期借入金 ※２

繰延税金負債

退職給付引当金

負 債 合 計

資本金 ※５

資本剰余金

資本準備金

その他資本剰余金

利益剰余金

利益準備金

役員退職積立金

固定資産圧縮記帳積立金

別途積立金

当期未処理損失

その他有価証券評価差額金

自己株式 ※６

資 本 合 計

７，２１９

１，０８１

１，１６０

６７７

２，０００

１１１

５４

７１

２６

１

２

１４１

１，７７３

５０

６６

０

２，６１４

１，６００

５３５

１６０

３１７

９，８３３

６，９２９

６，５６６

１，７３２

４，８３４

△１，８５１

―

３７６

４３

２００

△２，４７１

１９４

△９

１１，８２９

４，８６５

８１３

９２６

９９８

―

７４

５０

３７

―

１

５

１３４

１，７２３

９６

４

―

５，２００

３，６００

１，２１３

１２８

２５９

１０,０６６

６，９２９

６，５６６

６，５６６

―

１，２２５

５６０

３７７

４４

８００

△５５７

１４６

△４

１４，８６３

２，３５３

２６８

２３４

△３２０

２，０００

３６

４

３４

２６

―

△３

６

４９

△４６

６１

０

△２，５８６

△２，０００

△６７７

３１

５８

△２３３

―

―

△４，８３４

４，８３４

△３，０７６

△５６０

△０

△１

△６００

△１，９１３

４８

△４

△３，０３３

負債・資本合計 ２１，６６２ ２４，９２９ △３，２６６

（注）記載金額は、百万円未満の端数を切り捨てて表示しております。
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（東海リース株式会社）

２．損益計算書

（単位：百万円）

（注）記載金額は、百万円未満の端数を切り捨てて表示しております。

当 期

自 平成１６年４月 １日

至 平成１７年３月３１日

前 期

自 平成１５年４月 １日

至 平成１６年３月３１日

増 減

期別

科目 金額 百分比 金額 百分比 金額 増減率

Ⅰ 売 上 高 11,264
％

100.0 10,963
％

100.0 300
％

2.7
(

(

リース売上高

販売収益

)

)

(

(

9,555
1,708

)

)

(

(

84.8
15.2

)

)

(

(

9,210
1,752

)

)

(

(

84.0
16.0

)

)

(

(

344
△43

)

)

(

(

3.7
△2.5

)

)

Ⅱ 売 上 原 価 8,938 79.4 9,463 86.3 △524 △5.5
(

(

リース売上原価

販売原価

)

)

(

(

7,761
1,176

)

)

(

(

68.9
10.5

)

)

(

(

8,211
1,251

)

)

(

(

74.9
11.4

)

)

(

(

△450
△74

)

)

(

(

△5.5
△5.9

)

)

売 上 総 利 益 2,326 20.6 1,500 13.7 825 55.0

Ⅲ販売費及び一般管理費 ※1 1,906 16.9 2,084 19.0 △178 △8.6
営業利益又は

営業損失（△）
420 3.7 △584 △5.3 1,004 ―

Ⅳ 営 業 外 収 益 184 1.6 186 1.7 △1 △0.8
(

(

(

(

受取利息

受取配当金

賃貸収入

その他

)

)※2

)※2

)

(

(

(

(

2
86
66
30

)

)

)

)

(

(

(

(

0.0
0.8
0.6
0.2

)

)

)

)

(

(

(

(

0
91
70
23

)

)

)

)

(

(

(

(

0.0
0.9
0.6
0.2

)

)

)

)

(

(

(

(

1
△5
△4

6

)

)

)

)

(

(

(

(

972.3
△5.8
△6.3
26.9

)

)

)

)

Ⅴ 営 業 外 費 用 150 1.3 172 1.6 △21 △12.6
(

(

(

(

支払利息

社債利息

賃貸原価

その他

)

)

)

)

(

(

(

(

48
72
30
―

)

)

)

)

(

(

(

(

0.4
0.6
0.3
―

)

)

)

)

(

(

(

(

63
73
34

1

)

)

)

)

(

(

(

(

0.6
0.7
0.3
0.0

)

)

)

)

(

(

(

(

△15
△0
△4
△1

)

)

)

)

(

(

(

(

△23.8
△0.3

△13.3
―

）

）

）

）

経常利益又は

経常損失（△）
453 4.0 △570 △5.2 1,024 ―

Ⅵ 特 別 利 益 7 0.1 ― ― 7 ―
( 貸倒引当金戻入益 ) ( 7 ) ( 0.1 ) ( ― ) ( ― ) ( 7 ) ( ― )

Ⅶ 特 別 損 失 3,501 31.1 40 0.4 3,460 8468.0
(

(

(

固定資産除却損

減損損失

役員退職金

)※3

)※4

)

(

(

(

2
3,497

0

)

)

)

(

(

(

0.0
31.0

0.0

)

)

)

(

(

(

40
―
―

)

)

)

(

(

(

0.4
―
―

)

)

)

(

(

(

△38
3,497

0

)

)

)

(

(

(

△93.1
―
―

）

）

）

税引前当期純損失

法人税、住民税及び事業税

法人税等調整額

3,039
38
△1

△27.0
0.3

△0.0

611
37
△1

△5.6
0.3

△0.0

2,428
1
―

397.3
2.7

100.0

当期純損失

前期繰越利益

役員退職積立金取崩額

利益準備金取崩高

当期未処理損失

3,076
44

0
560

2,471

△27.3 647
90
―
―

557

△5.9 2,429 375.3
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(東海リース株式会社)

３．損失処理案

当 期 （株主総会承認日 平成 17 年 6 月 29 日）

（その他資本剰余金の処分） （単位：百万円）

Ⅰ その他資本剰余金

１ 資本準備金減少差益 ４，８３４

これを次のとおり処分いたします。

Ⅱ 当期未処理損失補填額 １，８５１

Ⅲ その他資本剰余金次期繰越額

１ 資本準備金減少差益 ２，９８２

（当期未処理損失の処理） （単位：百万円）

Ⅰ 当期未処理損失 ２，４７１

これを次のとおり処理いたします。

Ⅱ その他資本剰余金からの振替額 １，８５１

Ⅲ 任意積立金取崩額 ２０１

１ 固定資産圧縮記帳積立金取崩額 １

２ 別途積立金取崩額 ２００

Ⅳ 次期繰越損失 ４１８

（注）１．固定資産圧縮記帳積立金取崩は租税特別措置法の規程に基づくものであります。

２．記載金額は、百万円未満の端数を切り捨てて表示しております。

前 期 （株主総会承認日 平成 16 年 6 月 29 日）

（単位：百万円）

科 目 金 額

当 期 未 処 理 損 失

固 定 資 産 圧 縮 記 帳 積 立 金 取 崩

合 計

５５７

―

５５７

こ れ を 下 記 の と お り 処 理 い た し ま す 。

別 途 積 立 金 取 崩

固 定 資 産 圧 縮 記 帳 積 立 金 取 崩

次 期 繰 越 利 益

６００

１

４４

（注）１．固定資産圧縮記帳積立金取崩は租税特別措置法の規程に基づくものであります。

２．記載金額は、百万円未満の端数を切り捨てて表示しております。
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 (東海リース株式会社)

重 要 な 会 計 方 針

１．有価証券の評価基準及び評価方法

（１）子会社株式・・・移動平均法による原価法によっております。

（２）その他有価証券

・時価のあるもの・・・決算日の市場価格等に基づく時価法によっております。（評価差額は、全部資本直入法によ

り処理し、売却原価は、移動平均法により算定しております。）

・時価のないもの・・・移動平均法による原価法によっております。

２．たな卸資産の評価基準及び評価方法

（１）資材及び貯蔵品

主要資材であるベニヤ板は、総平均法による原価法によっております。

その他の資材及び貯蔵品は、最終仕入原価法によっております。

（２）未成工事支出金

個別原価法によっております。

３．固定資産の減価償却の方法

（１）有形固定資産

リース用資産…定額法によっております。なお、仮設建物及びユニットハウスの耐用年数については７～１６

年、その他のリース用資産の耐用年数は５～７年を用いております。

社 用 資 産

建 物…法人税法に規定する方法による定額法によっております。

建物以外の社用資産…法人税法に規定する方法による定率法によっております。

（２）無形固定資産

法人税法に規定する方法による定額法によっております。

ただし、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間(５年以内)に基づく定額法によってお

ります。

４．繰延資産の処理方法

社債発行差金は、償還期間にわたり均等償却しております。

５．引当金の計上基準

（１）貸倒引当金

期末現在に有する債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権

等の個別債権については回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。

（２）賞与引当金

従業員の賞与の支給に充てるため、支給見込額に基づき計上しております。

（３）退職給付引当金

従業員の退職給付に備えるため、当期末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき計上しております。

なお、会計基準変更時差異（３８１百万円）については、１５年による按分額を費用処理しております。

数理計算上の差異については、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（５年）に基づく定率

法によりそれぞれ発生の翌事業年度から費用処理することとしております。

６．外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算基準

外貨建金銭債権債務は、決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理しております。

７．リース売上高の計上基準

リース物件の工事完成日にリース契約期間中のリース料、付帯工事代及び運賃等の全額をリース売上高及び売掛金に

計上しております。

なお、リース期間未経過分のリース料、付帯工事代（解体工事代）及び運賃（引取運賃）は期末において、リース売

上高から控除するとともに前受リース収益として計上しております。
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８．リース取引の処理方法

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借

取引に係る方法に準じた会計処理によっております。

９．消費税等の会計処理

消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。

（会計方針の変更）

固定資産の減損に係る会計基準

当期から「固定資産の減損に係る会計基準」（「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関する意見書」（企業会計審

議会 平成１４年８月９日））及び「固定資産の減損に係る会計基準の適用指針」（企業会計基準委員会 平成１５年１

０月３１日企業会計基準適用指針第６号）を適用しております。この変更に伴い、減損損失３，４９７百万円を計上し、

当該変更前に比して減価償却費は５４３百万円、固定資産除却損は１１百万円それぞれ減少しております。

この結果、経常利益が５４３百万円増加し、税引前当期純損失が２，９４２百万円それぞれ増加しております。

なお、減損損失累計額については、改正後の財務諸表等規則に基づき、各資産の金額から直接控除しております。
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注 記 事 項

（貸借対照表関係）

当 期

平成１７年３月３１日

前 期

平成１６年３月３１日

※１．有形固定資産の減価償却累計額 ７,８８３百万円

※２．担保に供している資産の金額及び当該担保権によって

担保されている債務は次のとおりであります

（帳簿価額）

建 物 ２,７５８百万円

土 地 ３,５７７百万円

計 ６,３３６百万円

（担保されている債務）

社 債 １,６００百万円

長 期 借 入 金 ５０９百万円

１年内償還予定社債 ２,０００百万円

１年内返済長期借入金 ５４０百万円

計 ４,６５０百万円

※４．リース用資産の内訳

仮 設 建 物 １,４６０百万円

ユ ニ ッ ト ハ ウ ス １,４６２百万円

そ の 他 ３７６百万円

計 ３,２９８百万円

※５．会社が発行する株式及び発行済株式の総数は次のとお

りであります。

会社が発行する株式総数 普通株式 ８０,０００千株

発 行 済 株 式 総 数 普通株式 ２４,４４２千株

※６．会社が保有する自己株式の数は、普通株式６６,３６４

株であります。

７．このほか次のとおり受取手形裏書譲渡高があります。

受取手形裏書譲渡高 ７５９百万円

８.配当制限

商法施行規則第１２４条第３号に規定する資産に価値

を付したことにより増加した純資産額は１９４百万円

であります。

※１．有形固定資産の減価償却累計額 １２,３６２百万円

※２．担保に供している資産の金額及び当該担保権によって

担保されている債務は次のとおりであります

（帳簿価額）

建 物 ２,９０９百万円

土 地 ３,７６６百万円

投 資 有 価 証 券 ３１５百万円

計 ６,９９２百万円

（担保されている債務）

社 債 ３,６００百万円

長 期 借 入 金 ９７０百万円

１年内返済長期借入金 ８９８百万円

計 ５,４６９百万円

３．保証債務

子会社の金融機関からの借入に対し、債務保証を行っ

ております。

日本キャビネット㈱ ４６百万円

※４．リース用資産の内訳

仮 設 建 物 ４,５１５百万円

ユ ニ ッ ト ハ ウ ス １,４７６百万円

そ の 他 ５２９百万円

計 ６,５２１百万円

※５．会社が発行する株式及び発行済株式の総数は次のとお

りであります。

会社が発行する株式総数 普通株式 ８０,０００千株

発 行 済 株 式 総 数 普通株式 ２４,４４２千株

※６．会社が保有する自己株式の数は、普通株式４７,４１５

株であります。

７．このほか次のとおり受取手形裏書譲渡高があります。

受取手形裏書譲渡高 ６０７百万円

８.配当制限

商法施行規則第１２４条第３号に規定する資産に価値

を付したことにより増加した純資産額は１４６百万円

であります。
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（損益計算書関係）

当 期

自 平成１６年４月 １日

至 平成１７年３月３１日

前 期

自 平成１５年４月 １日

至 平成１６年３月３１日

※１．一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開発費は

該当ありません。

※２．賃貸収入６６百万円及び受取配当金８１百万円は、関

係会社からのものであります

※３．固定資産除却損の内容は次のとおりであります。

リ ー ス 用 資 産 ２百万円

そ の 他 ０百万円

計 ２百万円

※４．減損損失

当期においてリース用仮設建物及び工場（リース資産

の補修・配送）について減損損失を認識しております。

リース用仮設建物及び工場については、営業損益の悪

化が見られると同時に、短期的に業績の回復が見込ま

れないため、当期において減損損失の計上に至りまし

た。

この結果、財務諸表に計上されている減損損失

（３，４９７百万円）の内訳は以下のとおりでありま

す

リース用資産 ３,３０８百万円

土地 １８８百万円

当社においてはリース業について取扱商品別のグル

ーピングを行っております。

また、リース用仮設建物及び工場については回収可能

価額として使用価値を適用しており、算定の際に適用

した割引率は５％であります。

※１．一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開発費は

該当ありません。

※２．賃貸収入７０百万円及び受取配当金９０百万円は、関

係会社からのものであります

※３．固定資産除却損の内容は次のとおりであります。

リ ー ス 用 資 産 ３３百万円

そ の 他 ７百万円

計 ４０百万円
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（税効果会計関係）

当 期

平成１７年３月３１日

前 期

平成１６年３月３１日

1.繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

（繰延税金資産）

リース用資産減損による

減価償却超過額 １,１１６百万円

土地減損損失損金不算入額 ７６百万円

繰越欠損金 １,５９２百万円

退職給付引当金損金不算入額 １２９百万円

賞与引当金損金不算入限度超過額 ２０百万円

未払事業税 １３百万円

その他 ３百万円

繰延税金資産小計 ２,９５２百万円

評価性引当額 △２,９５２百万円

繰延税金資産合計 ―

（繰延税金負債）

固定資産圧縮記帳積立金 ２８百万円

その他有価証券評価差額金 １３３百万円

繰延税金負債合計 １６１百万円

繰延税金負債の純額 １６１百万円

2．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率と

の差異の原因となった主な項目別の内訳

税引前当期純損失が計上されているため記載を省略して

おります。

1.繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

（繰延税金資産）

リース用資産除却による減価償却超過額 ３０百万円

賞与引当金損金算入限度超過額 ３８百万円

繰越欠損金 ２,３２０百万円

退職給付引当金損金不算入額 １０５百万円

その他 ５百万円

繰延税金資産小計 ２,５０１百万円

評価性引当額 △２,５０１百万円

繰延税金資産合計 ―

（繰延税金負債）

固定資産圧縮記帳積立金 ２９百万円

その他有価証券評価差額金 １００百万円

繰延税金負債合計 １２９百万円

繰延税金負債の純額 １２９百万円

2．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率と

の差異の原因となった主な項目別の内訳

税引前当期純損失が計上されているため記載を省略して

おります。
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(リース取引関係）

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引

１．リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額及び期末残高相当額

当 期 前 期

取 得 価 額 相 当 額 １０１百万円 ３０４百万円

減価償却累計額相当額 ５５百万円 ２４０百万円

期 末 残 高 相 当 額 ４５百万円 ６４百万円

上記金額のうち、主なものは「工具器具備品」であります。

（注）取得価額相当額は、未経過リース料期末残高が有形固定資産の期末残高等に占める割合が低いため、支払

利子込み法により算定しております。

２．未経過リース料期末残高相当額

当 期 前 期

１ 年 以 内 １７百万円 ３７百万円

１ 年 超 ２８百万円 ２７百万円

合 計 ４５百万円 ６４百万円

（注）未経過リース料期末残高相当額は、未経過リース料期末残高が有形固定資産の期末残高等に占める割合が

低いため、支払利子込み法により算定しております。

３．支払リース料及び減価償却費相当額

当 期 前 期

支 払 リ ー ス 料 ３８百万円 ５９百万円

減価償却費相当額 ３８百万円 ５９百万円

４．減価償却費相当額の算定方法

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。
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４．役員の異動

平成１７年５月１８日開催の当社取締役会において、下記のとおり役員の異動を内定いたしましたので、ご通知申し

上げます。

１．代表者の異動

該当事項はありません。

２．その他役員の異動

該当事項はありません。

以 上


